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L序一問題提起一

　　昭和35年の所得倍増計画と軌を一つにして策定され，i翌年成立した農業塞本法は，すでに20年あまりの

歳月が経過したが，その間｝三体農業の展開は，農業投入構造を労働節約，資本使絹的な技術へと変革せしめ，

労働生産性D，農業庚得の上昇に貢献した。その背畏となる政策手段としての財政支出，制度金融の役轡鐸は大
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きいものと考えられる。、

　　またこの時期には機械化促進により労働生産性を高めたが，その反面機械や農薬，化学肥料の大部分が石

油に依存するエネルギー多消費農業でもあった2）。その中で昭和48年以降の石油価格の高騰は農業経営費を高

め，農業所得形成にマイナスの影響を与えるものと考えられる。今日，基本法農政の経済効果が問題視されて

いる中で，政策手段としての財政，金融の経済効果を計測するとともに，基本法農政の政策効果を農業におけ

る石油の多消費がいかに減殺させたか検討する。

　　　　　　　　　　　　　　∬．　分析のフレームワークおよびその方法

　　基本法農政の政策内容としての生産政策，価格流通政策，構造政策に対し，農林予算のうちで2／3近くを

占める：土地改良支出，農産物旧格政策支出，制度金融と両政策を技術サイドからプッシュする意味での技術普

及支出を，代表する農業財政支出として捉えた。同時にそれらの効果を減殺するものとして石油価格高騰の影

響をとりこんで1…体農業の投資・生産構造・消費構造をモデル化した。こうした農業構造に栂し，上記の農業

財政・金融がいかなる経済効果をもたらしたか日本農業全体を分析対象に，マクロ計量経済モデルを適用し，

投資，生産構造，消費，金融構造にわたる総合経済効果として計量的に把握するものとする。

　　なお，分析対象期間は，1農業基本法の制定された翌年すなわち昭和37年より昭和54年までの18年間で

ある。

　　注1）労働生産性上昇は，過去20年間に4．5倍を示している。「農業および農家の社会勘定」昭和50年度

を基準に算出した。

　　注2＞叡慮凹がエネルギー一供給源の1二1＝霧で茄油に依存している霧1合は昭和49年度で1よ一般産業45％，運輸

91％，電力59％，民生31％，農業96％と：農業は最も高い値を示している。

　　資料；「石油産業の現状」資源エネルギー庁石llil部監修より。さらに農業におけるニネルギー消費構造に

ついては，総合研究開発機構助成研究，北海道ビジネスオートメーション「食糧供給分蝉におけるエネルギー

消費構造」（研究指導黒柳俊雄・今岡久入・武聞善行・増田裕一），1980年参照。

　　　　　　　　　　　　　　　IIL　分析モデルとパラメータの計測

　1．分析方法
　　計測方法としては，2段階最小自乗法（2SLS＞適用の連立体系同時決定方程式モデル（線型〉を設定し，

外生変数として与えられた農業財政支出・制度金融ならびに石油価格高騰が，モデルを構成する各内生変数の

それぞれに対していかなる影響を及ぼしたかをシミュレーションすることで，それらの経済効果を把握する。

　　本研究において導出される農業財政，金融ならびに石油価格高騰の経済効果は，体系として定式化された

構造方程式の推定において推定された農業構造（内生変数）に対し，それらがなかった場合をシミ．、レートし

て得られた各内生変数の理論値と，モデルの最終テスト理論値との差を財政支出によってもたらされたシフト

量と定義した3）。

　　したがって本分析においてより呉体的には基本法農政下における翫地改良関係財政支出および農業の技術

開発と普及等の財政支繊，制度資金，農産物価格政策支崩が1三；本農業構造に対し，いかなる一般的均衡論的総

合波及効果をもたらしたか，換言すれぽ石油価格高騰下において農業の財政支出，金融がいかにi三体農業の構

造を変貌せしめるに至ったかを明らかにする。

　　農業財政投資の経済効果に関する研究は，その方法論において①単一方程式の生産関数分析による農業

生産に対する颪接的経済効果の計測4），②静態的な費用便益比率分析5），③産業連関分析による地域経済に対

するマクロ的な経済効果の把握などに分類される6）。かかる経済効果分析は，マクロモデルのシミュレーショ
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ン分析により①に対しては，波及効果を含む総合経済効果として②に対しては，実際の慢家経済の循環を体

系として定式化することにより，③に対しては動態的な取扱いによりモデルの内生変数として採り上げた諸々

の経済指標に関して産業連関褒の中間需熟こ異った波及効果をより細かく計測可能であるなどといった種々の

利点が認められる。

　　注3）経済理論において把櫨されるべき繰済撮（投資効果，投資効率〉は，投資ク）限界生産力，限界効率

等，他の条件を圃定した時の追加的投入に対する3毯加的産出量の比と定義されているが，投資効果が現われて

くる年々の，経済諸勝醐において他の条件は，逐次変化する。

　　ここでの連立体系岡時決入方程株ソフ系では，！つの政策変数を操作することで，すべての経済変数を向時

に動かすことになり，その波及が落ち着く点でそれぞれの変数が新しい纏を持つ，つまりそのシフト鍛で示さ

れる経済鍛が単に直接効果だけでなく，あらゆる間接効果を含む総合効果を示すことになる。

　　洗4）礁産関数分析によって，限界生産力，隈界効率を計測する方法については，土騰壼造『農業経済の

言十爆：ク〉新』勤録〔薔｝秀，1968年に．浮昏しい。

　　注5）将来に渡る便益をどのように把握するか，又，割引利子率をどのように決定するかという問題が

ある。

　　慶野征翁『農業水利投資の費1…肖と便益』大明賞，1977年。高原棄智『土地改良投資の費1≡；・iと便益』，

　　高嶋li1三彦・黒山俊雌i編著（『農政の経済分析』，上巻，明文褥房，1981，第5章参照）。

　　浅6）高嶋IE彦・難波　修「土地改良事業の経済効果」（北海道大学『農工論叢』第22年1966＞に詳しい。

　2．理論モデルの設定

　　本モデルは，…li司全体を懸ったものであるため一般的均衝条件がある程度満されていると仮定し，農業を

めぐる投資・生産構造，所得構造および消費，金融構造から成るモデルとする。外生変数としての土地改良投

資（圃場整備，基幹かん排施設整備購業）および圃場整備に対応して饗業機械化の促進を図る政策意図として

の農業近代化資金を含む制度資金，生産増大に対し大きな寄与をしたと考えられる技術普及7），さらに土地改

良，制度資金とともに閲定資本形成の促進を図る政策意図としての価格政策，非農業部門からのインパクトの

一つとして農業雇絹賃金，農家所得安定に寄与する酒外所得，農業資材の価格形成に強く影響すると考えられ

る石臼価格をそれぞれ体系内セこ対し外生的に影響を波及させる要悶と仮定した。

　　かかる外生変数の効果を検討する理論モデルについては表1－1で示す。

表1－1

理論モデル
　（農家経済構造〉

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（7＞

（8）

（9＞

AY＝GY－CO
TYコAV十鷺Y
TAX講f（TY）

Y講TY－TAX
C訟f（Y）

DS鵬f（Y）

LS備1）S十LS－1

LPM瓢f（LS，　PAJ）

1M＝LPM十G顛

農業所得決定式
農家所得決定式
租　　税　　関　　数

可処分所得決定式
1肖　　費　　関　　数

準鞍蓄関数（預貯金増加関数）

預貯金残高決定式
農：協・その．他資金．借入関数

障i驚資本投下資金決定式
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（投資・生麓構造）

（10）

（11）

（12）

（13）

（14）

（15）

（16）

（17＞

（18）

1＝f（IM，　EVA－！）

KI篇王十K：t－1

SI＜篇f（KI＞

DK：コf（SK＞

F瓢f（SK，01L＞

N置f（SKI）

Kt＝SK－DK
CO＝f（DK，　F，　W，　OIL）

GY鑑f（SK，　F，　TED－1）

投　　資　　関　　数

年度始園定資本装備決定式

燭定資本装備関数

固定資本f賞却関数

流動資本関数
農業労働関数
年度末固定資本装備決定式

費　　胴　　関　　係

生　　産　　関　　数

覧

（内生変

　　AY

　　TY

　TAX
　　Y
　　C
　　DS

　　LS

　LPM
　　王M

　　　I

　　KI

　　SK

　　DK

　　F
　　N
　　Kt

　　CO

　　GY

（外生変

　　EY

　　GM
EVA－1

TED4

　PAJ
　　W
　OIL

数）

農　業　所　得　額

：農　家所　得　額

租　税　負　担　額

可処分所得額
消　費　総　額

預貯金増加額
田蔓末預金残高額

農蕩・その池の借入資金

固定資本投下資金

固定資本投資額
年度始園定資本装備額

皿業固定資本装備額

固定資本償却額
流　動　資　本　額

農業就業者数
年度末固定資本装備額

生　産　 費　額
暑i【！　生　　薩　　額

数）

農　外　所　得　額

制　度　資　金　額

土地改良投資額
農業技術開発・普及累積額

農産物価格安定と流通支掲額

農産総雇溺賃金額

原汕価格（C至FPrice）

（先決内変数）

　LS威　　前期預貯金残高額

　Kt－1　　前期固定資本装備額

（単位；10億門）

（単位：10億円〉

（単位：10億円〉

（単位：10億「1遷）

（単位＝10億円〉

（単位：10億円）

（単位；10億門）

（単位：10億円）

（単位二10億門）

（単位；10億円）

（単位110億陽）

（単位：10億円）

（単位＝10億凹）

（単位：10億門）

（単位：1万人〉

（単位＝10億円〉

（単位＝10億円〉

（単位＝10億円）

（単イ立　　：　　10　億Fり）

（栄位＝10億円）

（単位：！G億i■1＞

（単位＝1億円）

（単位：1億門）

（単位：！0億円〉

　（単位：門／k1）

（単位；10億門〉

（単位＝10億円）
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図1　フロ　ダイヤグラム

　　ここで示すように計測式11本，定義式7本の計18本の構造方程式体系から成り，モデルは図1のフロー

ダイヤグラムに示されている枳互依存闘病序列を持つものと仮定した。次に各構造方程式の意味するところを

検討する。

　　定義式①：生産額から生丁丁を差し引いたものが，農業所得になる所得決定式で，ここで生産費は自家

労働評価額部分を除いたものである。つまり農業所得説に立脚するモデルである。自家労働賃金部分を収入と

考えるか，蟹田と考えるかについては，農業経回の目的に関する「農業所得説」と「農業純収益説」の相異る

見解のいずれ8）を選択するかにもとつく。ここでは，農業所得を経回の目的とするため，農業純収益にあたる

ものと自家労働賃金が区：別されずに含まれている。

　　定義式②：農業新得に農外所得を加えたものが，農家所得となることを示す。

　　方程式③：租税負戸長は，漁期の濃家所得によって決定されると想定する秘税関数である。つまり，所

得額が増加するにつれて租税魚担額も，累進的に増加することを示す。

　　定義武④；幾家所得から租税負担額を差し引いたものが，齋期の可処分所得であることを示す。

　　方程式⑥こ消費総額が，漁期の可処分所得によって決定されると想定する通常のケインズ型消費関数で

ある9）。

　　方程式⑥二当期の可処分所得が，預賠金増加額（貯蓄の年閥フロー）を決定すると想定する準賠蓄関数で

あるが，ここで準貯蓄関数としたのは積立金，有価証券を除いたこと，また前期までの預貯金内に含まれてい

る利子を分離することが困難なために単純化した結果にもとつく。

　　定義式⑦二預金年度内増茄額と前期預金残高が当委明の年度宋残高となることを示している。

　　方程式⑧：当期の預金残高が擦保力となり投資の資金を農．協その他から借入れ10），それを岡定資刺斐下

資金にむけると想定した。また価格敷策支出を説明変数にしたのは・農産物価格の設定・引上げにより生産者



190 環境科学　第6巻第1号1983

はある水準の投資を行うものと想定した。

　　定義式⑨：農協，その他資金借入金と，投資に対して資金枠が政策的に与えられている制度資金との和

が，農業固定資本投下資金になることを示す。

　　方程式⑩二投資関数である当期の提出周定資本投下資金を説明変数とし，さらセこ土地改良投資が行なわ

れにごでは，土地基盤整備，踊場整備による支出）稼動条件が整ったところに投資が行なわれると想定した

結果・説明変数に加えた。

　　定義式⑪：フローである当期の固定資本投資にストックである前期の閲定資本装備を抑えることにより，

当期の年度始め圃定資本装備となることを示す。

　　方程式⑫：通常は定義式⑪により，当期の年度始め圃定資本装備が決定されるが，本分析で使用したデ

ータには，調整項目が加えられている。この項目は元来推計のための統計資料の年度末と翌年度始残高の不突

舎せを調整するために設けられたものであるが，この調整肉池が加わることにより，定義式としての関係を満

さなくなっている。

　　そのためここでは，年度始め園定資本装備が固定資本を決定すると想定せざるおえなかった。

　　方程式⑬：当期ゐ固定資本装備が当期の圃定資：本償却を決定すると想定される単純化した償却関数で

ある11）。

　　方程式⑭：当期の固定資本装備が，当期の流動資本額を決定すると想定した12）。石油纐榴3）の上昇は肥

料，飼料，農薬，光熱費等の上昇を通じ，流動資本額を上昇させると考えたからである。

　　方程式⑮：農業の成長過程において資本が労働に代替していく過程を示す方程式である。

　　定義式⑯：当期の年度末固定資本装備は，当期の固定資本装備から当期の闘定資本償却費を差し引いた

ものであることを示す。

　　方程式⑰：それぞれ当期の圃定資本償却額，流動資本額，雇用総賃金額は，当期の費用額を決定し，費

用となる流動資本額，生産資材などは，石油価格の上昇に強く影響されると仮定した。

　　方程式⑱＝生産関数であるが，説明変数から労働を除いたのは，方程式⑮による資本の労働に対する強

度の代替関係がある事と，後に述べる多変数計測式に，“Ridge　Regression”を1遥i用する場合の技術的な制約

条件による1の。

　　また農業技術開発・普及投資額（研究，教育，指導など，入的資本ストックの財政資金）は品種改良，肥

培管理技術の向上，機械についての研究水準の高度化などにより，生産を高めると考えた。

　　ここで，技術普及支出は，フローとしただけではなく，数年間の累積があると考えられるため，t－1～t一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　　　　　　　　　ユ　

10期までの累積額（Σ1TED－t，Σl　TED－t，……ΣTED－t＞の中で生産に一番強く寄与する。相関の強いレ6
　　　　　　　　　ユ　　　　　　　　　ユ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ
期までの累積額を変数として使用した。つまりt－6期までの累出額に1期のラグをもたせると考えたわけで

ある。

　　以上理論モデルについて検討を展開して来たが，モデルは限られたデータ利用可能性のもとで各内生変数

が，いかなる因果序列を与えるかを考察した。統計的には，多変数計測式の多重共線性（Mult｛co11inearity）

を回避するために可能な限りの単純化を行ったものである。

　　また，理論モデル設定にあたりEdwin　Kuh　and　Richard　L，　Schmalenseeモデルならびに，　K：lein

and　Goldbergerモデルをベースにおいて可能な限り，経済諸理論との斉含性を図る様に努めた。

　　注7）土地改良投資と品種改良，肥培管理技術の向上等，技術習及との補完関係は，長南史男氏の分析を

参照されたい。

　　長南史男「ランド，インフラストラクチュアへの投資誘因一北海道1885～1950」北海道大学『農経論叢』
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第34集，1977年。

　　注8）矢島　武，七戸長生「農業経営」（矢島　武・綺浦誠治共編『農業経済学大要』，第4章，養賢堂，

1971｛昇）。

　　注9）ケインズ型消費関数の適合｛盤三は，農家の消費関数に関する研究くの研究例においても，おおむね明

らかにされている。

　　注10）農業構造改善事業や，それに附帯する事業に対して，制度資金，補助金のみでは不足し，系統資金

も需要される。

　　そのばあい，預金残高が系統，その他の資金貸付の担保的な意味を持つことになる。

　　注11）資本減耗引当は，資本ストックの取得価格，その年齢構成及び現行の償却法規に依存しているが，

標本期間におけるこれらの法規の変化を把握することは函難である。そこで単純化して薪規に取得された資本

と前期までの資本ストックとの和によって説明するものである。

　　マクロ経済モデル（E・クー，R・シュマレンシー）p．97に詳しい。

　　注12＞圏定資本装備と流動資本は，補完的な関係にあると想定したものである。

　　注13）原油価格の設定

　　①農粟部門への薫油の投入は，多種多様な形で行なわれる（たとえば肥料，光熱，資材等〉が，それら

投入財価格は，ほとんどすべて原油価格の影響を受けるであろう。そこで総栖的に石油価格の影響をとらえる

ことが本モデルの特徴である。原野価格はCIF価格とした。

　　②　眉油関連投入財（肥料，光熱，資財等〉の消費量は，石澁価格に紺して非弾力的であると想定した。

　　注14）Ridge　Regressionを適用するためには，・各説明変数の符号が一致しなければならない。

　　W．G，　Brawn　and　B，　R．　Beattie，“lmproving　Estimates　of£conomic　Parameters　by　Use　of

Ridge　Regression　with　Production　function　ApPlications，”American∫ournal　of　Agricultual　Econo－

mics，　Vol．57，　No，1，　pp．20唱1．

　3。構造方程式のパラメータ計測

　　以下，各構造方程式の計測結果を表2－1に提示する（方程式内のカッコの中は，パラメータのt値，D，W

はダービンワトソン統計量）。方程式の右側（Ridge）は，　Ridge　Percentageで，モーメント行列の主対角要

素の上乗せ率を示す。多変数計測式（17），（18）は，データの性質上，多重側線性を避けがたく，Ridge　Regre＄一

sionによる「見せかけのパラメータ」から慎のパラメータ」に近づけるべく修正してある。

　　Ridge　Percentageの決め方については，現在いくつかの決定方法が考案されているが，明確な基準の無

いのが現状である。そこでPercentageの組合わせによってテストを行ない，残差の小さいものを選択した。

つまりモデルの予測力を基準にして決定したということである。

　　計測の結果，申には調整済決定係数の大きさ，ダービンワトソン比など必ずしも良好といえないものもあ

るが，符号条件は適切である。

　　モデルの解法は，ガウスーザイデル（Gaus－Sidel）法による。収束基準はG・001％に設定し，内生変数の初

期値にはその観測値を用いた。資料，デフレータについては表2－2に掲げる。

表2－1　構造力程式のパラメータ計測結果

（1）

（2）

（3）

AY篇GY－CO
TY＝AY十EY
TAX置一1940．669十〇，28034　TY
　　　　　　　　　（26．119）

　R2＝0．9757　　D。W階0．5484
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（4）

（5）

（6）

（7）

（8）

（9＞

（10＞

（11）

（12）

（13）

（14）

（15）

（16）

（17）・

（18）

Y篇TY－TAX
C漏5，52679十〇．89357Y
　　　　　　（27B956）

　R2＝0．9794　　　　D．W瓢0，7002

DS＝一308．3551十〇，15390　Y
　　　　　　　　（6．2001）

　R2コ0．7060　　　D．W；1、1371

LS常DS十LS－1

LPM＝223．8718一←0．02237　LS十〇．00063　PAJ
　　　　　　　（5．3369）　　　　　（3．0024）

　R2二〇．8761　　　D，W望0．9702

1M＝LPM十GM
I二306．3862十〇．7170321M十1．3794　EVA－！
　　　　　　（4．83381）　　　　　（3．6328）

　R2＝0．9442　　　D．W＝1．1471

KI＝1十K卜1

SK漏1561．1714÷0．65182　KI
　　　　　　　（18，0G775）

　R2篇0．9501　　　D．W＝1．7801

DK＝一60．69623十〇．1348　SK
　　　　　　　　（13ユ526＞

　R2篇09101　　　D．W＝1，0495

F＝＝一115．0541十〇．36642SK一←0，015220王L
　　　　　　　（12．5890）　　　（4．41124）

　R2＝0．9624　　　D．W需1．1090

N＝2211．1471－0．23230SI〈
　　　　　　　（1L3016＞

　R2＝0．8817　　　D．W＝0．6721

Kt＝SK－DK
CO篇553．7267十1．14427　DK十〇．73693　F十5．20112　W十〇．0213201L
　　　　　　　（2．2334）　　　　　（4．6211）　　　（2．3971）　　　　（2．8260）

　R2＝09173　　　　D，　W講1．0531　　　　　　（RIDGE：10％）

GY篇4383，8438十〇．43027　SK十〇．55141　F十〇，7073　TED4
　　　　　　　（5．6569）　　　　（4．9571＞　　　（1．7842）

　R2漏0．7287　　　D．　W篇0．7450　　　　　（R王DGE：40％）

表2－2　資料・デフレーター覧

資 　料）

「農家経済調査」

「農業及び農家の社会勘定」

「農林行政史」第9巻「予算決算編」

「農村物価賃金統計」

「経済統計年報」

「家計調査」・「労働力調査」

「農業調査」・「農業モンサス」

「国民所得統計年報」

農　　林　　省

農　林　統

農　　林　　省

農林省予算課調べ

日本銀行調べ

総　　理　　府

農　　林　　省

経済企画庁
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　　1職本貿易月衷」　　　　　　　　　　大　　蔵　　省

　　「農業調査結果報告書」　　　　　　　　　　農林雀統計情報部

デフレータ）

　　　データのうちマネータームのものは，50年度を基準にして「農村物価賃金調査」農林省

　　全国一本ものによりデフレートし，農業用建物は，建設省r建設デフレ一罪（非住宅）」，

　　農機具・動物は，大園官房調査課推計。財政投資に間するデフレータは，「支払済費用換

　　算係数」構造改善周，原油価格（CIF　Price）については，総理府統計励「消費濯物嫡指

　　数」を採用。

　　　　　　　　　　　　　　IV．　シミュレーションによる経済効果の計測

　　外生変数のうち財政支鵬として土地改良支出（£VA－1），披術開発，普及支1土1（TED－1），農産物価格政策

支1二L｝（PAJ）および制度資金（GM＞を政策変数とし，ドこの様に投資がなされていたばあい，あるいはなされ

ていなかったばあい」に各経済変数は，いかなる値を示していたか。またドもし石漁価格の高騰がなかったぼ

あい」に各経済変数は，いかなる値を示していたかをシミュレーションすることで，政策変数に対応するそれ

ぞれの経済効果を導録：1する。財政支繊としての政策変数の組合せは，表3－1に示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　表3－1　政策変数の組合せ

F王NAL CASE躾 CASE－2
　（％）

CASE－3
　1％）

CAS£一4

GM
EVA－1

TE王ン1

PAJ

100

100

100

100

　G

100

100

100

100

　0

100

100

｝ll　　lll

・i…
100

@i　　O
　注1）100％は購政支mが行なわれていた場含。0％は行なわれていなかった場合に対応する。

石油価格の高騰が無かった場合を想定するための理論値・データ

37

38

39

40

41

42

4835．00

4748．00

4579．00

4488．GO

4280．00

4392，00

1i

43

44

45

46

47

48

4215．00

4068．00

4147，00

4869．OG

4897．00

5212つ1

49

50

51

52

53

54

5164．41

5249．60

5465，62

6GO3．72

6482．97

6242．49

　　注2）37～47年までは実際値，48年以後は，「時間，為替レート」に圓帰させたい，理論偽。

　　注3）　単位（円／1（D

　　石油価格のシミュレーションに対し，石油価格高騰が無いぼあいを想定するために次の関数型，“石油価

格（円／kl）＝f（Tilne　tre酪，外国為替相場）”を設定し，その理論値によりシミュレーションを行う。

　　最：終テスト（Final　test）値からそれぞれケースの理論値を差し引くことによって，それぞれ制度資金・土

地改良・価格政策・技術開発・普及・石油簡格の効果が求められる。

　1．適合度テストとシミュレーション

　　理論モデルの適合度テストは，推定された構造がどの程度現実の推移に適合しているかをテストするもの
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である（つまりモデルの予測力テストである〉。ここでは全体テスト（Total　test），最終テスト（Final　test）を

行った。

　　全体テストは，先決変数すなわち外生変数と先決内生変数に実績値を挿入し，推定された内生変数とそれ

らの実績値の比較検証をするもの（一期間予測力テスト）である。

　　最終テストのばあいはこれと異なり，外生変数の実績値を先決内生変数の初期値のみを与え，そのモデル

を循環させることにより，実績値と比較する方法で（多期間予測力テスト）であり，モデルの妥当性を検証す

るには最も厳しいテストである。最終テストに麟する先決内生変数の初期値は昭和36年に与えた。テストの

結果，変数のなかには実績値とのフィットが必ずしも良好と言えないものもあるが，モデルの単純化をしなけ

ればならなかったことと、線型の仮定等を考慮するならぽ，全般的に許容しうる範囲にあると考えられよう。

　　各変数の適合度については，図4－1～図4－18に示す。錆線が書かれていない図4－1，図4－2，図4－3，図

4－4，図4－5，図4－8，図4－11については，最：終テスト値と全体テスト値の乖離の度合が極めて小さいので図

示できなかった。

　2．シミュレーションによる経済効果の把握とその検討　（1）

　　それぞれの政策変数の経済効果を表3－2に掲示する。この値は，制度資金，土地改良支出，価格政策支

出，技術開発・普及等支出，のそれぞれの経済効果を最終テストに対する比率（％）で表示したものである。

　　この比率は，最終年次における実績撮：終テスト理論値｝に対する寄与率を意味する15）。

　　1）土地改良支出の効果

　　③固定資本形成の増大効果は60．3％と，各政策変数の中で最も大ぎな効果を示した。

　　②　固定資本形成の増大効果は，同時に農業生産費を増大させる効果に連動し，コストダウンにつながら

表3－2　経済効果（1）

＼＿轍顯、押脚効粘土緻良旧劇技鰭聡果緬格聯螺
経済指標＼1（％）1（％）＿、（％＞」．＿（％）．．．

農　家　所　得　額

田　税　負　担　額

可処分所得極
言　　費　　総　　額

預貯金増加額
年度末預金残高
農協・その他の借入資金

固定資本投下資金

固定資本投資額
年度始固定資本装備額

農業固定資本装備額

年度末固定資本装備額

流　動　資　本　額

固定資本償却額

農業就業者数
生　　産　　費　　額

粗　　生　　産　　額

農　業　所　得　額

　0．5354

　0．7377

　0．4837

　0．4836

　0．5373

　0．0382

　0．0224

　40．7206

　17．6390

　11．8428

　9，2196

　9．1288

　79964

　9．8488

－26．3057

　4．6521

　3．9994

　3ユ096

　1．1338

　1．5657

　1．0238

　1．0235

　1．1378

　0．0805

　0，0473

　α0336

　60．3448

　28．6819

　21．6082

　21．3714

　1＆4634

　23．2627

－42，9021

　10．3231

　8．8079

　6．7784

　5，0319

　7，0523

　4．5267

　4．5252　・

　5．0503

　0．3450

　0．2026

　0．1439

　0．0745

　0．0486

　0．0387

　⑪。0384

　0，0340

　0。0411

－0．1636

　0．0204

12．8561

37，2251

石油価格効果

　．（％L＿

　0．3769　　　　　　一一2，5308

　0．5190　　　　　　－3．4474

　0．34G6　　　　　　－2．2933

　0．3405　　　　　　－2．2926

　0．3782　　　　　　－2．5394

　0．0269　　　　　　　一α1860

　35．4705　　　　　　－0．1094

　22．8662　　　　　　－0．0778

　10．6725　　　　　　－0．0403

　8．0683　　　　　　－0．0203

　6．3284　　　　　　－0．0162

　6．2677　　　　　　－0．0160

　5．5081　　　　　　　14．8036

　6，748ユ　　　　　　一0．0172

－20．1075　　　　　　　　0．0687

　3．2357　　　　　　　16．6900

　2，7870　　　　　　　2ユ819

　2．1725　　　　　－12，8181
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農家崩得額 （単位：10億円〉
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租税負担額 （単位：10億円）
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可処分所得額 （単位：1Q億円）
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農協・その他の借入資金 （単位：10億円）
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ないばかりか，粒生産額増大効果（8．8％）より，生産費上昇効果（103％〉が上園つたことで，農業所得増大効

果が6．8％と小さくなっていることが特徴的である。

　　③　農業所得上昇効果の小さいことが，延いては消費総額，預金増加額のそれぞれの上昇効果をも小さく

していることが注目される。生産費．ヒ昇効果の原凶は，圃場整備など土地改良政策により機械化を促進し，漫

業就業人口を減少させたが，かかる省力化がコストダウンにつながらず，かえって過剰投資16）を通じ，生産

費を増大させる結果を招いたことによると考られる。

　　ii）制度資金の効果

　　①　聞定資本投下資金の多くが制度資金によって賄なわれていることを示唆するように，固定資本投下資

金の増大効果は，4α7％と大きく，このことは土地改良投資同様，固定資本形成を促す効果が大きいことを示

した。

　　②　そのことは機械化等を通じて，農業就業者数を減少させる（一26．3％）ことを示す。

　　③かかる省力化は，必ずしも生産費を減少させることにはならず，かえって生産費を4．7％増大させる

結果を招いた。

　　④　したがって粗生産増大効果を生産費増大効果がα7％上園ることになる。

　　⑤結果的に前記の土地改良支出同櫨こ，農業所得増大効果（3．1％）を小さなものにさせた。

　　そのことが延ては，消費総額（0．48％），預貯金増加額（0，54％）等の農家経済に対しても小さい上昇効果し

かもたらさなかった。

　　iii）価格政策支出の効果

　　③　全体として，上述の制度資金効果とかなり類似性を持つが，「農協その他の借入資金」の増大効果

（35．5％）の大きい点が異り，それを通じ固定資本形成を促す効果（22．9％）を大きいものにした。

　　②　しかし，この資本形成効果は，生産費上昇を克服するほどの粗生産増大効果に結びつかず，その結果

農業所得増大効果は，他の財政支出，制度金融にくらべ最：低の効果しか発揮できず，石湘価格高騰による生産

費上昇を全くカバーできるものではなかった。

　　③　そのことは制度資金効果と周様，一方で消費総額（0，37％），預貯金増加額（α37％〉等の農家経済に対

する効果を小さなものにした。

　　iv）技術普及の効果

　　①　前期の土地改良支出，価格政策支出，制度資金とは異なり，農業所得増大効果は，最も大きい（37，2％〉

ことを示している17）。

　　②このことは，農業所得の前提となる粗生産増大効果への貢献度が，品種改良，土壌肥料，病害虫防除

および多収作物の開発等により大きな緯（12，9％〉を示す一：方，これら晶種改良等の生産費増大への貢献度が他

の財政支出と異り窮めて小さい（α0296）。

　　③　そのことが延いては消費総額（4．5％），預貯金増加額（5．1％）等の農家経済に対しても他の政策効果と

異り大きな効果を示している。

　　V）石油価格の効果

　　①石油への依存の大きいエネルギー多投型農業にとって，石油価格の上昇は肥料費・光熱費等の上昇を

通じ，流動資本増投効果（14・8％）を大きいものにし，前記の3政策支出にくらべ生産費上昇効果も最も大きい

16。7％にしている。

　　②　これら化学肥料等により，土地生産性上昇効果を通じ，粗生産額を2．2％増加させるがその粗生産上

昇効果より，生産費増大効果が大きく上回ることによって，農業所得効果を12．8％減少させる。この減少効果

は，他の財政金融による農業所得増大効果を大きく減殺させたと考えられる。
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　　③　農業所得減少効果は，延いては消費総額（一2．3％〉，預貯金増力噸（一2．5％）等の農家経済に対しても

大きな減少効果を示した。

　　以上から圏定資本形成に対しては土地改良投資，制度資金，農産物価格政策支出の順に大きな上昇効果を

もたらすことを示したが，それは大型機械等の稼動条件としての土地改良支繊，投資意欲を盛り立てる価格政

策および機械等の導入に充当される制度資金に依拠する部分の大きいことからうなずける。そのことは，省力

効果に端的に現われている18）。饗業就業入rlについて，土地改良支出一42．9％，制度資金一263％，価格政策

支出一20．1％とそれぞれ大きな省力効果を持つ。…方，技術普及支出（一〇．2％）が若干でも省力効果を示すの

は，農業所得効果が大きく，それがモデルの循環過程の中から，機械等導入資金の…部を供給し，これが労働

との代替を経て，省力効果として現われるのではないか。

　　生塵費に関しては，石油価格が，他の財政支幽効果に比べ，最も大きな上昇効果を持つ。これは機械，農

薬，化学肥料等のエネルギーの大部分が石油に依存するものであることからうなずける。

　　一方，技術普及支出は晶種改良等により，瞳接生産費を上昇させる効果はもたず，極めて小さい値（上昇

効果〉を示している。

　　糧生産に関しては，品種改良，土壌肥料，病害虫および多収作物の開発等を行なう技術普及支出の上昇効

果が，他の財政支出効果に比べ，最も大きい値を示している。

　　このことは農業所得上昇効果に関しても技術普及支出が，最も大きい値を示し，延いては消費額，預金増

加等の農家縫済に闘しても，技術普及支出が，他の財政支1愉こ比べ最も大きな上昇効果を示すことになる。

　　注15）たとえばプラスの経済効果を示している経済指標に関して欝えば，その投資支出がなされていた

ために，昭和54年時点ではその割合だけ増加したであろうことを意味し，マイナスはその逆である。

　　注16）ここでの過剰投資の定義は，政策変数瑠渡資金（GM），土地改良支出（EVA－1），技術普及支繊

（TED－1），価格政策支出（PAJ＞〕に対する，眼界生産力と市場利子率との関係によって示すものである。つま

り利子率よりも限界生産力が，小さい場合を過剰投資と定義する。

　　そこで昭和37年から昭和54年間のそれぞれρ）政策変数の限界生産力を導lllすると，GMは2．G1％，EVA4

は3，86％，TEI＞1は7．07％，　PA∫は1．77％であった。

　　この期間の市場利子率を比べて見ると表で示すとおり，T鷺D－1を国訓也の変数は，市場利子率より・」・さい

改訂　年度
　（昭和〉

農中　（臨金法告示に基づく最高限度）

27．10

　　44．　9

　　45．　4

　　46．

　　47，

　　48．

　　49．

　　50．

　　51．

　　52．

　　53．

　　45．

注1）資料＝

（銀行貸出利率び）i三日1厘高）

　　　　　年　6．62％
　　　　　　　工

（銀行貸出利率の年0．25％高）

年

年

年

年

年

年

年

年

年

6．GO％

4．92％

6．38％

9，50％

9．OG％

7．GO％

5．58％

4ゆ0弘

5．75％

｛1三〇．365％

旧本銀行統計局「統計便覧」により算11：1。

年6．5％
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値を示している。したがって過剰投資であるといえよう。

　　注17）　速水佑次郎「日本農：業の成長過程」pp，87－100，創文社，1973。

　　注18）機械化等の導入及び，農業技術普及等により労働力の節約を可能にする象：は，非農業就業機会の

増加，労働力の流出，非農業雇用賃金の上昇に対する農家の対応であるとも考えられる。

　3．シミュレーションによる経済効果の把握とその検討　②

　　基本法農政が以上の物的政策手段を通じて生産性ならびに所得水準，消費水準，貯蓄水準に対しいかなる

影響をもたらしたかについて検討する（菱3－3参照〉。

表3…一3　　　経　　済　　効　　易ミ　　（2）

四郷．讐∵i明器魁士也蘭効継欝価騰効果｝帰納果．

ゴ，地　齢，　｝一ゑ諭．「

10アール当り生産費　　　　　　　4．4453

農家一戸当り農業糠生産額　　　　3．8457　…

農家人1二｝一人当り農家所得　　　　0，5326　1

労働糧　生　産　性　　　　　　　　　　　3．8457

響∵斜；1：　　1：ll：1・

駿灘犠撫額課監
婁膨雑嫉蝋…職一ヒ

孤『1…眉・臨三．論ヨ肩…漉・・

　9，3572　　　　　　0．0204　　i　　3ユ343　　　i　　　　14．3029

　8．0949　　　；　　11．3916　　　　　2．7115　　　；　　　　　2．1350

・ユ2・・　4．79080．3755｝一a5966

　8つ949　　　　　　1！．3916　　　　　　2．7115　　　　　　　　2ユ350

1：澱ll：1；ll竃：1哲1｝一二

1：雛i撒｝1黛一；：lll：

開耀二．1凱．罐鋭i．螢1

　　1）土地改良投資，制度資金はいずれもほぼ同様の経済効果を氷した。

　　資本形成効果が高かったにもかかわらず，生産性上昇が生産費上昇を抑制するに至らず，そのことが農業

所得の上昇を小さくさせた。またそれが消費水準増加の効果を小さくさせるようになることを示す。

　　2）価格政策効果については，土地改良，制度資金，技術普及の各支出効果に比べ，生産性，所得水準，

消費水準に対する効果が，最：も小さい値を示した。

　　これも前記の土地改良，制度資金両効果と同様，資本形成効果が高いにもかかわらず，それらと異り，生

産性上昇率が小さく，それほど生産費の上昇をくい止めるに歪らなかったことを示した。

　　3）技術普及支出効果については，土地改良，制度資金，価格政策支出よりも，各生産性上昇への貢献度

が高く，他の政策効果に比べ生産費上昇への効果が極めて小さいことが示された。したがって，所得水準上昇

への大きな効果を持ち，さらにそのことが消費水準上昇への大きな効果につながるものであった事を示す。

　　4）石油価格上昇効果においては，他の政策支出より生産費上昇への効果が極めて高いため，生産性上昇

効果を減殺させ，延いては所得水準，消費水準をも減少させることを示した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V．　結　　　び

　　最後に，本研究の計測結果の総括とこれらの分析結果をふまえて，今後の農業政策展開への若干の展望を

試みよう。

　　全国を対象に，マクロ計量経済モデルを適用して行った「基本法農政に関する農業財政・金融の経済効果



農政の経済効果 207

分析」の試みは幾つかの問題点を残しながらも，その成果をあるていど得られたものと考える。

　　計測結果は，モデルの適余性ならびにモデルの予測力を認め，モデル設定に魁する仮説もほぼ支持された

ものと考える。

　　基本法農政が，財政・金融の岡政策手段を通じ，農業の資本形成に与えた経済効果は極めて大きく，一方

そのことは農業の機械化等を通じ農業就業者数を減少させ，農業生埋性の上昇にある程度の効果をもたらした

といえよう19）。

　　しかしながら資本の収益性で写ると，過剰投資なるがゆえに20），粗生産額上昇効果が生藍費増大効果を上

照】るに至らず，農業所得上昇への効果を極めて小さいものにしたと考えられよう。そのことが圓蒔に，農家所

得水準，消費水準，資本蓄穣増大効果への限界をよぎなくしたと考えられる。その点，技術普及効果は生産費

上昇効果が，著しく小さい。したがって分析結果からすれぽ，今後の価格政策支a轟，土地改良，制度資金等の

財政投資による資本装備ないし農業投資は，過剰投資を避ける慎重な投資あるいは構造改善事業を実施する必

要があり21），生産費を引き下げる農業投資を意図すべきである。それなしには生産幟，農業所得，そして所得

水準の上昇は望みがたい。

　　また，石油価格上昇による生薦費上昇効果は，極めて大きいもので，他の財政支嵐，制度金融の効果を桐

殺するような農業所得，所得水準，消費水準の大きな減少効果をもたらした。したがって過大に農産物価格政

策の効果を期待することなく，以上の効果を十分認識し，外部エネルギーに依存する工業を模倣するのではな

く，農業本来のエネルギーの循環システムを考え22），省エネルギー的経営が強く望まれる。

　　以下残された課題として，

　　①　高度成長で農業就業者はより高い労働報酬機会を求めて非農業へ流弱し，その労働に代替されるべく

燧業への財政・金融によって投資・資本装備を高めたが，しかしかえってそれが過剰投資を招いたと考えるべ

きか，それとも財政・金融等による機械化等の設備投資を通じて，余剰となった農業就業者を非農業へ流出さ

せたが，その結果過剰投資を生むに簗つたと見るべきかこのモデルでは必ずしも明らかでない。

　　②　農巌物輸入政策の日本農業への経済効果を把握するために外生変数として，輸入政策を取り入れたモ

デル・ビルディングとなってない。

　　③農業・非農業との関連で，投入財価格，ならびをこ消費者物｛臨非興業へのりーヶージ・スピルオーバ

を含めたモデル・ビルディングとなっていない。したがって今後これらの課題を克服する方向で分析に取り組

みたい。

　　注19）農業における財政・金南liの支Lhが農業生熊費を下1ず得なかった原閃として，昭和45年から始まっ

た米の鷹産調整並びに最近の牛乳の計画生熊などが，高生酬生農家のコストダウンをさまたげていたことが挙

げられよう。つまり財政・金融の支出方法が作爆ならびに農家への資源酉己分と所得再分配をわきまえた支出で

なく，総花的な日掛であったことに穴きな原因があるものと考えられる。

　　注20＞前述したように，資本の限界生塵力が市場利子率を上園らなかったこと家た，近年の農業投資の

推移をやや長期的に見ると，過表8年閲に，土地改良支ill：iで3．8倍，農機具で3．0倍，総額で3．2倍と伸びた

が，この間の農業生薦額の伸びが2．2倍であった。新技術導入のための農業投資が旺盛ではあったが，単なる

省力化にとどまったものと考えられる（農林統計協会「農1家の社会勘定」p，35，p．103参照）。

　　注21）自立経鴬農家育成のための農業構造改善事業であったが，経鴬規模拡大の必要性に対し，①遊休

農地が少なく，地代を上圓凝ヒ藍調整奨励金が出ていることなどで，規模拡大の可能性が少ない。②農地取得

のための金融制度の敗因が不測分である。③第2毬兼業農家の目地資産保有が恒常化し．ていることにより，

農地の流動化をはばんでいる。④スタグフレーションで，非農業部門の就業機会が飽和状態になってきて

いる。
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注22＞省エネルギー転換への道としては，バリ・ロモナー氏による有機農業の推進策などがある。

詳しくは，二二藤男「農業近代化とエネルギー生塵性の低下」pp．83－194参照。
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　　一Ridge　Regress董。織～

　　通常のOLS（Ordinary　Least　Squares）によって，重回帰を行なうぼあい，説明変数相互間の相関が高

いと，各説明変数の推定パラメータが不安定になる。

　　この様な問題に対処する為の1つの方法として，Hoerl　and　Kennard1）によって提唱された“Ridge

RegressiOR”がある。

　　通常の仮定の下で，～般線型式を考えてみると，

　　　　　r漏xβ＋ε

　　　　　E（ε）漏O

　　　　　E（εεノ）竺δ2■

　　　　　　y：π×1ベクトル　　　X：π×ρマトリックス　　7㍑　サンプル数

　　　　　　ρ：Regresserの数　　β：回帰係数　　　　ε：誤差　項

　　　　　　　　　　　バ　　（1）式のOLS推定値βは，

　　　　　β＝（2【ノコr）一12【γ1r

で与えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ
　　一方Ridge　Regressio漁による推定値を，β＊とすると，β＊は次式で定義される。

　　　　　β露篇Ix’x’＋た■〉一12【’y｝：ん≧G

（1＞

（2＞

（3）

（4）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5＞

　　たは任意の正の定数，モーメントマトリックス（X㌧勤の主対角要素にんの値を加えてやったもの。

　　この様にして推定されたβ＊のMean　Square　Errorが，βのそれよりも小さくなる場合がある。すなわ

ち儀意のたの値において，

　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　

　　M。S、　E（β）＞M．　S．　E（β＊）なるβ＊が存在することが，　H：oerl　and　K：ennardによって証明されている。

　　通常のOLSの場合。

　　（還7x）zP望P（濯はdiag　matrix）とするβ＝（．rX）一1X’17となり　κノXの固有根をλ1≧λ2≧…≧

2Pとすれぽ，
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　　　　　　へ　　M．S．　E（β）は，

　　　　　　E［（β一βγ（δ一β）1一・・煮・・1　　　　　　　（・）

となる。

　　Ridge　Regressior1のばあい。

　　　　　　β（々）澱（A72r十ん■）一1■71r嚇し超κ十ん■）｝1Xノ遅

　　β㈹の期待値は，

　　　　　　・圃一雌四一・脚

　　分散行列は，

　　　　　　塩・圃一（∬細一芸x暇細耀

　　残差の二乗和は，

　　　　　　（工∫一岬（ん））’（r－－β（ん））＝（r一・』甲）ノ（jr一＿rβ）＋（β（た）一β）’」r’＿Y（β（ん）一β）

　　M．S，E（β㈲）は，

　　　　　　E［（β（た）一β）ノ（β（ゐ）一一β）1一磁e［（2【γ2r＋ゐ■）一り【ノーX（却－＋為■）一ユ］

　　　　　　　　　　÷ん2β’（」【ン」ぐ＋た1つ一2β

　　　　　　．’．＝δ2Σえf（λ電÷為）嚇2＋ん2β’（懲X＋んf）一2．3　　　　　　　　　　　．　（7）
　　　　　　　　　　ゼ；ユ

　　（7＞式の右辺の第1項は，β㈲の成分の分散の和（全分散）であり，第2項は，片寄りのこ乗となっている。

　　つまり全分散の減少が片寄りの増加を上回る様な，んの値を選ぶことである。

　　Ridge　Regressi・nの最大の利点は，前述のM・SEが，最少になる事と，推定パラメータの安定度が増

すということである。

　　つまり真のパラメータ　からの距離が，βよりも近くなることを意味する。

　　しかし，不偏性が保証されなくなってしまうという問題はあるが，Ridge　Regressionの有効性について

は，（ex　Vi且od2））などによって，広く認識されている。多重共線性の影響を，回避し，より安定的な，パラメ

ータを推定するためには，有効かつ必要な方法であると考えられる。

　　R王dge　Regressionを適用する際の最も重要な間題は，（5＞式におけるたの値をいかに決定するかという

ことである。

　　んは任意の値であり，M．S．Eが最も小さくなる々の値とパラメータが最も安定するようなたの値が，一

致するとは，限らない。

　　現在，いくつかの決定：方法が考案されているが，本稿では，その使用目的を考慮した上で，種々の々の組

合せについて，テストを行ない，残差の小さいものを選択した。つまり，モデルの技術的な予測力を基準にし

たことになる。

　　詳しくは以下参照
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                                      Summary

   This paper presents economic effects of government expenditures and financial aid for

Japanese agriculture under the price fluctuation of oil in the world by the usage of analytical

tool of macroeconometric model.

   The rnodel adopted in this paper indicates the economic circulation in only agricultural

sector, which covers intersectoral relationships between government expenditures, financial aids

and other theoretical categories of farmhousehold economy, what is called, production, income,

consumption, $aving and investment given by lndividual farmers and other financial agents.

   Our model used 18 equations is provided by the structure of simultaneous equatien system

and the parameter of each equation was measured by the technique of two-stage least square

method for the materials liinmitecl to the period 1962 to l979.

   As the result of simulation test', the fitness of the model aclopted to the realities was effec-

tive. The economic effects of the government expendltures and financial aids for the capital

formation in agriculture were considerably high and such government aid contributed to decrease

the number of persons engaged in agriculture through the farm mechanization and te increase

the agricultural produetivity in Japan.

   However, the economjc effects based uopn the dec]ine of oil price to increase farm income

was very high and exceeded positive effects provided by the farm product prices, and especially

government extention activities has brought large contribution to income formation in agriculture.

   Agricultural policies, accordingly, should be careful enough to the economic effects of gov-

ernment expenditures with reference to the extention activities and government control to the

rise of domestic oil price in Japan.


